
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

給食用食材高騰対策事業

①食材費の高騰により、学校給食の質を例年と同じレベル
に維持するためには賄材料費の増額が必要となっている。
この賄材料費については、原則保護者負担としているが、
物価高騰による増額分について町が支援することにより、
保護者（教職員等を除く）の経済的負担を軽減する。また、
給食用食材の供給安定及び消費下支えを行うことにより、
町内等給食用食材生産者の支援にも繋げる。
②町が支払う賄材料費の一部（物価高騰分）※保護者等
負担額の減額
③小学校一食当たり値上60円×年間138,143食分（見込）
＝8,289千円
　中学校一食当たり値上64円×年間75,656食分（見込）＝
4,842千円
　合計13,131千円
④給食費を支払う小中学校保護者

R7.4 R8.3

2
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

農業収入保険負担軽減緊急支援事
業

①肥料・燃油など農業資材等の高騰により農業経営が圧
迫される農家のセーフティーネットとなる「収入保険」の保険
料を支援することで、加入者の負担軽減を図る。
②収入保険新規及び継続加入者が負担する保険料の一
部
③保険料掛け捨て部分が対象。
・新規加入者支援(20人)　  726千円
　保険料の1/6支援
・継続加入者支援（138人） 524千円
　保険料改定による影響額の1/6支援
④収入保険新規及び継続加入者

R7.4 R8.3

3
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

畜産経営緊急救済事業

①物価の高騰により、飼料価格、資材・燃料代なども大き
な影響を受ける中、経営を圧迫している畜産農家に対し、
飼料高騰分の一部支援を行い、畜産経営の維持・継続を
図る。
②③補助金（県の支援の上乗せ）合計6,550千円
・肉用和子牛支援（4生産者）      800千円
　奨励金1頭10千円支援
・酪農経営支援（5生産者）      2,950千円
　飼料高騰分1/6支援
・肉牛・豚経営支援（10生産者） 1,500千円
　マルキン制度の補填ない生産者負担の1/4支援
・養鶏経営支援（1生産者）      1,300千円
　飼料高騰分1/6支援
④該当農家（畜産農家、JA、大山乳業、養鶏事業者）
（事後的な確認：自治体における調査可能）

R7.4 R8.3

4
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

土地改良区地元負担軽減（電気代高
騰対策）補助金事業

①電気代高騰等に直面している土地改良区（農業者が構
成員）を支援するため、農業水利施設の電気料金値上がり
分を対象に支援を行う。
②補助金
③令和3年4月から令和4年2月分までの電気料金と令和7
年4月から令和8年2月分までの電気料金を比較し、高騰額
の1/2（上限）を支援する。
　　　町内3改良区の電気代高騰見込み額12,600千円×
1/2補助
　　　ただし、補助上限額は5,070千円
④北条砂丘土地改良区、北条水系改良区、大倉土地改良
区

R7.4 R8.3

5
④省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

省エネ家電購入促進事業

①省エネ性能に優れた家電の購入及び買い換えを促進す
ることにより、物価高騰に直面している住民への購入費支
援、電気代負担の軽減を図り、家電販売事業者支援にも繋
げる。
②③事業費
・周知チラシ等作成費　200千円
・家電購入促進補助金
　　町内事業者からの購入・・・補助対象経費×補助率1/2
（上限70千円）
　　町外事業者からの購入・・・補助対象経費×補助率1/2
（上限50千円）
　　総額5,000千円
④北栄町民のうち申請者

R7.5 R8.3

6
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

置き配ボックス導入推進事業

①置き配ボックス購入設置費の支援により町内に置き配
ボックスを増やし、再配達を抑制する。これにより燃油代高
騰の影響を大きく受けている宅配事業者の負担軽減を図
るとともに、物価高騰の影響を受ける住民に対し設置費を
支援する。
②③事業費
　周知チラシ印刷代　200千円
　置き配ボックス補助金　10千円×100件＝1,000千円
　※補助対象経費×補助率1/2（上限10千円）
④北栄町民のうち申請者

R7.4 R8.3

7

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

学校電気料金高騰対策事業

①電気代高騰等に直面している町立小中学校の電気代値
上がり分（R3昨年度との差額）を補うもの。
②町費支払いの各施設電気代前期分（R7.4月～R8.3月）
③④対象施設のR7年度電気代見込額22,470千円－対象
施設のR3年度電気代実績17,183千円＝5,287千円
④下記対象施設の一部値上がり分
　町立小中学校（4校）

R7.4 R8.3

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


